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2022年１月31日 
各 位 

上場会社名 株 式 会 社  電  響  社 
代 表 者 名 代表取締役社長 坂田 周平 
コード番号 ８１４４ 東京証券取引所 第二部 
問 合 せ 先 取締役管理本部長 御前 仁志 
 （TEL 06-6644-6711） 

会社分割による持株会社体制への移行、子会社（分割準備会社）の設立 

及び定款一部変更（商号の変更）に関するお知らせ 

 

当社は、本日付の取締役会において、2022年10月１日を目処に会社分割の方式により持株会社体

制へ移行する準備に入ること並びに2022年４月１日を目処に分割準備会社として当社100％出資の子

会社（以下「分割準備会社」とします。）を設立することを決議いたしましたのでお知らせいたし

ます。 

これに伴い、当社は、2022年10月１日付（予定）で商号を変更し、引き続き持株会社として上場

を維持する予定です。 

なお、かかる会社分割による持株会社体制への移行及び商号変更等につきましては、2022年６月

開催予定の定時株主総会による所定の決議及び関係官庁の許認可等が得られることを条件としてお

ります。 

記 

Ⅰ．会社分割による持株会社体制への移行 

 

１．背景と目的 

当社グループは、10年後（2030年度）を見据え、サステナブルな社会の実現と企業活動の両

立を図りながら、革新的な取り組みにより持続的成長を実現し、売上1,000億円企業を目指して

おります。 

これまで創業以来培ってきた「消費者第一主義」をベースに、着実な発展を目指し強固な財

務基盤を築くとともに、お客様に支持される「生活関連商社」としての地位の確立を目指して

まいりました。 

今後の2030年度に向けた長期ビジョンの達成には、グループ全体の持続的成長及び企業価値

向上に資するグループ経営基盤・組織体制の構築が不可欠であり、今般、以下を目的に、持株

会社体制へ移行することを決定いたしました。 

 

① ガバナンスの強化 

グループ全体を統括、運営する機能を強化し、グループ戦略に基づいた各事業会社経営を

実践します。 

 

② グループ経営によるシナジー効果の発揮 

グループ内企業の独自性を維持しながら、グループとしてのシナジー効果を最大限に実現

します。 

 

③ グループ経営の効率化 

グループ内各社で重複した組織・機能の整理と効率的な運営、及び変化に対して柔軟な対

応が可能な組織を実現します。 

 

２．持株会社体制への移行の要旨について 

(1)移行方式 

当社は、吸収分割の方式により、分割準備会社に対し当社の主要な事業の全てを承継させ

る予定です（以下「本吸収分割」といいます。）。なお、当社は、本吸収分割後、商号を変

更した上で上場を維持する予定です。 
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(2)持株会社体制への移行手順 

当社は、別紙に示す手順により持株会社体制への移行を実施する予定です。 

 

(3)分割準備会社の設立 

本吸収分割の効力発生日から円滑に事業を開始するため、前記「２．(2)持株会社体制移行

の手順」のとおり、本吸収分割の効力発生に先立ち、当社が100%出資する分割準備会社を設

立した上で、当社を吸収分割会社、分割準備会社を吸収分割承継会社とし、当社の完全子会

社である分割準備会社に当社の主要な事業の全てを承継させる吸収分割を行う予定です。 

なお、分割準備会社の概要については、後記「３．持株会社体制移行にあたり設立する分

割準備会社の概要」をご参照ください。 

 

(4)会社分割の日程 

持株会社体制移行準備開始決議取締役会  2022年１月31日 

分 割 準 備 会 社 の 設 立  2022年４月１日（予定） 

吸 収 分 割 契 約 承 認 取 締 役 会  2022年４月28日（予定） 

吸 収 分 割 契 約 締 結  2022年４月28日（予定） 

吸 収 分 割 契 約 承 認 定 時 株 主 総 会  2022年６月29日（予定） 

吸 収 分 割 の 効 力 発 生 日  2022年10月１日（予定） 

 

３．持株会社体制移行にあたり設立する分割準備会社の概要 

(1)名称 株式会社電響社分割準備会社（予定） 

（2022年10月１日付で、株式会社電響社に商号変更予定） 

(2)所在地 大阪市浪速区難波中２丁目10番70号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 坂田 周平 

(4)事業内容 電気商品卸販売事業 

(5)資本金 340百万円 

(6)設立年月日 2022年４月１日（予定） 

(7)発行済株式数 1,000株 

(8)決算期 ３月31日 

(9)大株主及び持株比率 株式会社電響社 100％ 

(10)当事会社間の関係等 資本関係 当社100％出資の子会社として設立される予定です。 

人的関係 当社より取締役及び監査役を派遣する予定です。 

取引関係 営業を開始していないため、当社との取引関係はあ

りません。 

 

４．その他 

会社分割の詳細、持株会社体制移行後の詳細事項、今後の見通し等につきましては、決定次

第、速やかにお知らせいたします。 
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Ⅱ．定款一部変更（商号の変更） 

 

１．定款変更の理由 

当社が持株会社体制へ移行するに際して、当社の商号を「株式会社デンキョーグループホー

ルディングス」に変更するものです。なお、持株会社としての事業目的の変更等につきまして

は、決定次第、速やかにお知らせいたします。 

 

２．定款変更の内容 

＜現行＞ 

（商号）第１条 

当会社は、商号を株式会社電響社と称する。英文では、DENKYOSHA CO., LTD.とする。 

 

＜変更後＞ 

（商号）第１条 

当会社は、商号を株式会社デンキョーグループホールディングスと称する。英文では、

Denkyo Group Holdings Co., Ltd.とする。 

 

３．定款変更の日程 

定 款 変 更 の た め の 定 時 株 主 総 会 2022年６月29日（予定） 

定 款 変 更 の 効 力 発 生 日 2022年10月１日（予定） 

 

以 上 

  



 

 

（別紙） 

［持株会社体制への移行手順］ 

当社は、次に示す方法により、持株会社体制への移行を実施する予定です。 

 

［2022年３月31日以前］ 

 
 

［2022年４月１日時点］ 

2022年４月１日（予定）に、当社が100%出資する分割準備会社を設立します。 

 
 

［2022年10月１日時点］ 

2022年10月１日（予定）を効力発生日とする本吸収分割により、分割準備会社に当社の主要

な事業の全てを承継することにより、当社は持株会社となります。 

 
※1 株式会社電響社を株式会社デンキョーグループホールディングスに商号変更（予定） 

※2 株式会社電響社分割準備会社を株式会社電響社に商号変更（予定） 
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